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平成２〇年○月○日 

特定個人情報等についての基本方針（案） 

 

【事業者名】 

【代表者 ○○○○】 

 

当法人は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（「マイナンバー法」）に基づく特定個人情報及び個

人番号（「特定個人情報等」）の適正な取扱いの確保について組織として取り組むため本基本方針を定めます。 

 

１ 事業者の名称 

【事業者名】 

 

２ 関係法令・ガイドライン等の遵守 

当法人は、マイナンバー法、「個人情報の保護に関する法律」及び「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」を

遵守して、特定個人情報等の適正な取扱いを行います。 

 

３ 安全管理措置に関する事項 

当法人は、特定個人情報等の安全管理措置に関して、別途「特定個人情報等取扱規程」を定めています。 

 

４ ご質問等の窓口 

 当法人における特定個人情報等の取扱いに関するご質問やご苦情に関しては下記の窓口にご連絡ください。 

 

【事務所所在地 ○○県○○市○○町○○番地】 

【電話番号 ○○○○-○○-○○○○】 

【ＦＡＸ  ○○○○-○○-○○○○】 

【メールアドレス xxxxx@xxxx.xx.xx】 

  

基本方針の例 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T1]:  

 基本方針の策定は、任意となっていますが、いわばプ

ライバシーポリシー的なものとして策定するのが望まし

いものです。 

 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T2R1]:  

内容は、 

１ 事業者の名称 

２ 関係法令・ガイドライン等の遵守 

３ 安全管理措置に関する事項 

４ 質問及び苦情処理の窓⼝ 

等となっています。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T3]:  

 講師料や報酬料⾦、不動産使⽤料の⽀払いにマイナン

バーと本人（実在）確認が必要です。 

 ⼜情報漏えいへの構えが必要です。 

 これらに対する社外向けといえます。 
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特定個人情報取扱規程（案） 

 

（目的） 

第１条 この規程は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」という。）及び特定個人情報保護委員会が定める「特定個

人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」に基づき、【法人名、例：株式会社○○○○、社会福祉法人○○○○】（以下「当法人」という。）における特

定個人情報の取扱いについて定めたものである。 

（定義） 

第２条 この規程における特定個人情報とは、個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外のも

のを含む。番号法第７条第１項及び第２項、第８条並びに第67条並びに附則第３条第１項から第３項まで及び第５項を除く。）をその内容に含む個人情報をいう。 

（取扱い業務の範囲） 

第３条 当法人が取り扱う特定個人情報は、原則として次のとおりとする。 

(1) 健康保険・厚生年金保険関係届出事務 

(2) 雇用保険関係届出事務 

(3) 労働者災害補償保険法関係届出事務 

(4) 国民年金第三号被保険者関係届出事務 

(5) 給与所得・退職所得に係る源泉徴収票作成事務及び報酬料金及び不動産使用料等の法定調書作成事務 

（適用の範囲及び組織体制） 

第４条 本規程は当法人に在籍する者に適用し、本規程は当法人が現に保有している特定個人情報及び将来保有する特定個人情報を対象とする。 

２ 特定個人情報の取扱いについての組織体制は、次のとおりとする。 

【総責任者  ○○長（それぞれ職名、以下同じ。）】 

【システム責任者 ○○長】 

【事務取扱担当者 給与担当者、庶務事務担当者】 

（守秘義務） 

第５条 特定個人情報を取り扱うすべての者は、徹底した守秘義務の中で業務を遂行しなければならない。 

２ 前項を確認するため、特定個人情報を取り扱うすべての者は、１年に１回、当法人が定めた誓約書を提出しなければならない。 

（責務） 

第６条 特定個人情報の取扱い担当者は、特定個人情報等の漏えいの事実又は漏えいのおそれを把握した場合には、すみやかに総責任者に報告をするとともに、漏えいの

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T4]:  

 この規程は、中小規模事業者（100 人以下）の場合、

「任意作成でよい」となっています。 

 しかし、この規程は、マイナンバーを取り扱うための

管理方法や利⽤、提供、廃棄などのガイドラインに示す

６つの安全管理措置を織り込んだものとなっているので

作成しておくと便利です。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T5]:  

 ⺠間事業者がマイナンバーを扱える場⾯は法定されて

います。これを宣言するものです。 

 マイナンバー取得時にこれらの目的を余すところなく

通知して取得することが肝心です。 

 なお、「源泉徴収票・法定調書作成事務」「健康保険・

厚⽣年⾦保険届出事務」「雇⽤保険届出事務」などと関連

するものをひとくくりにして通知することができます。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T6]:  

 事業所の体制に合わせ、マイナンバーに対する組織を

作りましょう。兼務もあるかと思います。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T7]:  

 情報漏えいに対して厳しい罰則があります。 

 特に、給与事務取扱者などマイナンバーに接する機会

の多い職員には厳格な守秘義務が求められます。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T8]:  

 情報漏えいが不幸にして発⽣した場合、関係各所に報

告する必要があります。 
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拡大を阻止するように対策を講じなければならない。 

（情報漏えい時の原因究明） 

第７条 総責任者及びシステム責任者は、特定個人情報等の漏えいの事実又は漏えいのおそれを把握した場合には、速やかにその原因を究明するとともに当法人の代表者

及び関係者に報告をしなければならない。 

（個人番号の取得、提供の求め） 

第８条 事務取扱担当者は、従業者から特定個人情報の提供を受けるに当たっては、その写しを紙によって受領しなければならない。ただし、オンライン環境によってそ

の受領の必要性がない場合には、その限りではない。 

２ 当法人は、本人又は代理人から個人番号の提供を受けたときは、関係法令等に基づき本人確認を行うこととする。 

３ 事務取扱担当者は、従業者ら提出された特定個人情報の写しを速やかに情報システムに入力し、その写しは速やかにシュレッダーにて裁断処分をしなければならな

い。 

４ 事務取扱担当者は、情報システムに入力した従業者の特定個人情報の確認のために印刷をしてはならない。 

５ 当法人が保有する特定個人情報等については、適法かつ合理的な範囲に限り開示することとし、特定個人情報等の本人より訂正の申出があったときは、速やかに対

応する。 

（個人番号の使用） 

第９条 事務取扱担当者は、第３条に定める事項について、必要な場合に限り申告書や申請書等を作成することができる。 

２ 前項の申告書や申請書等は、行政機関等への提出分につき印刷をすることができる。 

３ 情報システムの利用に当たっては、システム責任者の指示による方法でしか利用することができない。 

４ システム責任者は、情報システムについて不正アクセスが行われないよう対策を講じなければならない。 

５ 事務取扱担当者は、行政機関への提出あるいは委託等の場合に限り、総責任者の許可を得て社外に持ち出すことができる。 

（個人番号の保管） 

第10条 特定個人情報は、それが記載された書類等に係る関係法令に定める期間、適切に保管をする。なお、第３条に定める事務を処理するために必要な場合に限り、特

定個人情報ファイルを作成するものとし、同ファイルにはパスワードを付する等の保護措置を講じたうえで適切に保存する。 

２ 特定個人情報等を取り扱う機器、磁気媒体等及び書類等は、特定個人情報等の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の安全管理の確保のため、次に掲げる方法により

保管又は管理する。 

(1) 特定個人情報等を取り扱う機器は、施錠できるキャビネット等に保管するか、又は盗難防止用のセキュリティワイヤー等により固定する。 

(2) 特定個人情報等を含む書類及び磁気媒体等は、施錠できるキャビネット等に保管する。 

(3) 特定個人情報等を含む書類であって、法定保存期間を有するものは、期間経過後速やかに廃棄する。 

３ 特定個人情報を含む書類又は同ファイルを法定保存期間経過後も引き続き保管するときは、個人番号に係る部分をマスキングまたは消去したうえで保管する。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T9]:  

 マイナンバーを取得した際の事業所での取り扱い方法

です。 

 コピー保存はＯＫですが、その場合は鍵付きの引き出

し等に保管しなければなりません。 

 ⼜システムへの⼊⼒についてもパスワードを付すなど

厳重な管理体制が求められます。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T10]:  

 従業者とは、当法人から給与、賃⾦を⽀給されるすべ

ての者をいい、短期のアルバイトなどについてもマイナ

ンバーの取扱いを省略することはできません。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T11]:  

 給与計算のためのパソコンや、委託など情報機器を念

頭にしています。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T12]:  

 マイナンバーは、⾏政機関等に提出するために必要な

場合以外には⼀切使⽤することはできません。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T13]:  

 ⾏政機関にマイナンバーを提出してしまったら、⽤済

みが基本で、あとは廃棄するだけです。 

 しかし、税務上の保存期間である７年間は保管し続け

るのが実務です。 

 この間、情報漏えいが起きないよう細心の注意を払っ

て保管しなければなりません。 
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（個人番号の持ち出し） 

第 11条 保有する特定個人情報等を持ち出すときは、次に掲げる方法により管理する。 

(1) 特定個人情報等を含む書類を持ち出すときは、外部から容易に閲覧されないよう封筒に入れる等の措置を講じる。 

(2) 特定個人情報等を含む書類を郵送等により発送するときは、簡易書留等の追跡可能な移送手段等を利用する。 

(3) 特定個人情報ファイルを磁気媒体等又は機器にて持ち出すときは、ファイルへのパスワードの付与等又はパスワードを付与できる機器の利用等の措置を講じる。 

（個人番号の提供） 

第12条 特定個人情報は、関係法令により必要な場合においてのみ関係行政官庁へ提供することができる。 

２ 前項の提供に当たっては、簡易書留の利用等の方法により厳重な管理方法によって提供を行わなければならない。 

３ 特定個人情報が違法に第三者に提供又は使用されていることを知った者からその提供の停止が求められた場合であって、その求めに理由があるときは第三者への提

供を停止しなければならない。 

（委託先の監督） 

第13条 個人番号関係事務の全部又は一部を他者に委託するときは、委託先において安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行うことと

する。 

２ 当法人は、委託先に対して次に掲げる事項を実施する。 

(1) 委託先における特定個人情報等の保護体制が十分であることを確認した上で委託先を選定する。 

(2) 委託先との間で次の事項等を記載した契約を締結する。 

  特定個人情報に関する秘密保持義務、事業所内からの特定個人情報の持ち出しの禁止、特定個人情報の目的外利用の禁止、再委託における条件、漏えい事案等が

発生した場合の委託先の責任、委託契約終了後の特定個人情報の返却又は廃棄、従業者に対する監督・教育、契約内容の遵守状況についての報告 等 

３ 委託先が当法人の許諾を得て再委託するときには、再委託先の監督については、前２項の規定を準用する。 

（特定個人情報等の廃棄、消去） 

第14条 特定個人情報は、関係法令により定められた保存期間を超えた場合に廃棄、消去を行うものとする。 

２ 特定個人情報の紙媒体の廃棄に当たっては、焼却、シュレッダー又は溶解等の復元不可能な方法により廃棄する。 

３ デジタル情報によるデータの削除については、システム責任者によって処理するものとし、事務取扱担当者が自己の判断によって削除をしてはならない。 

４ 特定個人情報等を廃棄又は消去したときは、廃棄等を証明する記録等を保存する。 

（従業者教育） 

第15条 総責任者は、事務取扱担当者に対して情報管理に関する教育を１年に１回以上実施をする。 

（事務取扱担当者への監督） 

第16条 総責任者は、事務取扱担当者に対しての管理及び監督をするものとし、運用方法について情報漏えいのおそれがある場合には、是正に向けて指図をしなければな

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T14]:  

 ⾏政機関に提出するとき、委託先に持ち出すときな

ど、マイナンバーを事業所外に持ち出すことがありま

す。その場合の注意事項です。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T15]:  

 マイナンバーの提供は法定されています。 

 提供方法は、書⾯、e-Tax 等電子など様々です。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T16]:  

 源泉徴収等税理⼠などに事務を委託されている事業所

は多いと思いますが、委託先は自事業所と同等の安全管

理措置が講じられていなければなりません。税理⼠事務

所がＩＴ企業などに再委託している場合も委託先と同様

に自事業所に監督責任があります。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T17]:  

  ⾏政機関にマイナンバーを提出してしまったら⽤済

みが基本で、あとは廃棄するだけですが、税務上の保存

期間は７年間なので、廃棄は基本的にこの期間を過ぎて

からになります。 

 では、７年後とは ? 年度末に７年前のすべてのマイ

ナンバーを廃棄する、でＯＫです。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T18]:  

 情報漏えいや⽇頃の取り扱いなど、給与事務担当者等

への定期研修は⼤切です。 
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らない。 

（立ち入り禁止区域の設定） 

第17条 総責任者及びシステム責任者は、特定個人情報を取り扱う場所を定め、立ち入り禁止区域を設定する。この区域には総責任者が定めた者しか出入りをすることが

できない。 

（機器の盗難防止） 

第18条 システム責任者は、特定個人情報を取り扱うパソコン等の機器に対して、ワイヤーロックをかける等の盗難防止対策を講じなければならない。 

（不正アクセスの監視） 

第19条 システム責任者は、情報システムに対しての不正アクセスがないように専用ソフトウエア等を使用してアクセス状況について監視をしなければならない。 

（アクセス記録の保存） 

第20条 システム責任者は、情報システムの利用状況及びアクセス状況について、そのアクセス記録を取るとともに、保存をしなければならない。 

（規程の改定） 

第21条 総責任者は、必要に応じてこの特定個人情報取扱規程を見直すものとする。 

附則 

１ この規程は、平成２〇年〇月〇日より実施する。 

 

 

＊ 【   】は、各法人の状況に合わせて、適宜変更してください。 

  

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T19]:  

 事務室が狭い、間仕切りも無理といった場合が多いで

しょう。この場合、システムの⼊ったパソコンをなるべ

く壁際や部屋の隅に配置する、取扱担当者の座席配置を

工夫するなど情報漏れを起こさないよう配意しなければ

なりません。 

 ところで、マイナンバーを取り扱うときですが、年調

時期や新規採⽤時など限られた⽇時かと思います。その

時には、しっかりと管理しましょう。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T20]:  

 機器の盗難、情報の盗難などは未然に防いでおかなけ

ればなりません。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T21]:  

 システムログ管理は重要です。エクセルなどで工夫し

ましょう。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T22]:  

 従業者等からマイナンバーを収集し始める平成 27 年

10 月頃までとしたいものです。 
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特定個人情報の取扱いに関する覚書（案） 

 

【○○○○】(以下「甲」という。)と、【＊＊＊＊】(以下「乙」という。)とは、甲から乙に開示又は提供する特定個人情報の取扱いに関して、以下のとおり覚書を締結

する。 

 

(定義) 

第１条 本覚書における特定個人情報とは、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」に定めるマイナンバー（個人番号）を含む氏名、

住所、生年月日その他の記述又は画像もしくは音声により当該個人を識別できるもの(他の情報と容易に照合することによって当該個人を識別することができるものを

含む。)をいい、その開示又は提供媒体を問わない。 

(特定個人情報の適切な取扱い) 

第２条 乙は、特定個人情報を甲の機密事項としてその保護に努め、これを適法かつ適切に管理･取り扱うものとする。 

(利用目的) 

第３条 乙は、特定個人情報を次の業務の遂行のためにのみ利用するものとし、番号法により例外的取扱いができる場合を除き、その他の目的には利用しないものとする。 

(1) 健康保険・厚生年金保険関係届出事務 

(2) 雇用保険関係届出事務 

(3) 労働者災害補償保険法関係届出事務 

(4) 国民年金第三号被保険者関係届出事務 

(5) 給与所得・退職所得に係る源泉徴収票作成事務 

(6) 法定調書作成事務 

(再委託) 

第４条 乙は、甲の書面による許諾を得た場合に限り、業務の一部を再委託することができる。 

(持出し) 

第５条 乙は、特定個人情報の記録された磁気媒体等又は書類等を持ち出す場合は、安全管理措置を講じるものとする。 

(従事者に対する監督・教育) 

第６条 乙は、従業者が特定個人情報を取り扱うに当たり、必要かつ適切な監督を行うものとする。 

２ 乙は、従業者に対し、特定個人情報の適正な取扱いを周知徹底するとともに適切な教育を行うものとする。 

 (秘密保持業務) 

第７条 乙は、甲の特定個人情報について、第三者に無断で知らしめることをしてはならない。 

(返還) 

第８条 乙は、本契約が終了したとき又は甲からの返還要求を受けたときは、本業務に関連して甲から提供された書類、各種情報などの一切の情報及びその複写・複製等

のすべてを速やかに甲に返還するとともに、磁気媒体に記録した特定個人情報がある場合には、これを完全に削除し、以後返還した特定個人情報を保有しないものと

する。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T23]:  

 既契約がすでに交わされている場合が多いでしょう。

そこで、覚書で既契約を補完します。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T24]:  

 2014 年 7 月、ベネッセに情報漏えい事件が発⽣しまし

た。 

 この犯人は、委託先の派遣社員であったことから、罰

則は誰に、被害はだれかなどいろいろと取りざたされた

ものです。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T25]:  

 基本的に、自事業所と同等の取扱い義務があります。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T26]:  

 税理⼠事務所などがＩＴ企業などに再委託をする場合

があります。 
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（定期監査） 

第９条 甲は、乙に対して定期的に情報管理の方法や体制等について監査を行うものとする。乙は、この監査を拒否してはならない。 

(事故発生時の措置) 

第 10条 乙は、万が一特定個人情報の紛失、破壊、改ざん、漏えい等の事故が発生した場合には、直ちに甲に通知するとともに、当該事故による損害を最小限にとどめる

ために必要な措置を、自らの責任と負担で講じるものとする。 

(損害賠償) 

第 11条 甲及び乙は、本件覚書に違反し、相手側に損害を与えた場合は、その損害を賠償する責任を負う。その具体的内容は、甲乙の協議によって決定する。 

(協議事項) 

第 12条 本件覚書に定めのない事項及び本覚書の解釈について疑義を生じた場合は、甲乙間で協議の上解決するものとする。違反し、相手側に損害を与えた場合は、その

損害を賠償する責任を負う。その具体的内容は、甲乙の協議によって決定する。 

 

本覚書の成立を証するため、甲乙記名捺印の上、各１通を保有する。 

 

平成 年 月 日 

 

甲                 印 

 

乙                 印    【   】は、各法人の状況に合わせて、適宜変更してください。 
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特定個人情報の取扱いに関する誓約書（案） 
平成  年  月  日 

【法人名 御中】 

 

現 住 所                  

 

氏  名               ㊞ 

 

私は、特定個人情報（個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外のものを

含む。番号法第７条第１項及び第２項、第８条並びに第６７条並びに附則第３条第１項から第３項まで及び第５項を除く。）をその内容に含む個人情報をい

う。）の取扱いに関して、下記を遵守することを誓約します。 

記 

第１条（取扱い） 

私は、特定個人情報に関して漏えいさせることがないように取り扱い、厳重な管理の下で業務を遂行します。 

第２条（秘密保持） 

私は、特定個人情報を取り扱うに当たって、不必要に記録を取ったり、写真を撮影したりするようなことがないように徹底してその機密情報を守り

ます。又第三者に口外したり、情報を提供することもいたしません。 

第３条（退職後の秘密保持の誓約） 

特定個人情報に関して、貴社を退職した後においても、他の事業者その他の第三者のために、開示、漏えいもしくは使用しないことを約束します。 

第４条（不正アクセスの禁止） 

私は、特定個人情報を取り扱う情報システムに定められた電子機器からしかアクセスをしません。 

第５条（損害賠償） 

全各条項に違反して特定個人情報を開示、漏えいもしくは使用した場合、法的な責任を負担するものであることを確認し、これにより貴社がこうむ

った一切の損害を賠償することを約束いたします。 

以上 

マイナンバー取扱者向け 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T27]:  

 この誓約書は、マイナンバー事務取扱担当者向けのもので

す。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T28]:  

 毎年 1 回、定期的に誓約書を徴するのがよいでしょう。 
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退職に当たっての誓約書（案） 
平成  年  月  日 

 

【法人名 御中】 

 

現 住 所                  

 

氏  名               ㊞ 

 

私は、   年   月   日に、退職するに当たり、下記を遵守することを誓約します。 

 

記 

 

第１条（取扱い） 

私は、貴社を退職するに当たり、以下に示される貴社の秘密情報に関する資料等一切について、原本はもちろん、そのコピー及び関係資料等を貴社

に返還し、自ら保有していないことを確認いたします。 

(1) 財務、人事等に関する情報（特定個人情報を含む。） 

(2) 顧客に関する情報 

(3) 以上のほか、会社が特に秘密保持対象として指定した情報 

第２条（退職後の秘密保持の誓約） 

秘密情報については、貴社を退職した後においても、私自身のため、あるいは他の事業者その他の第三者のために開示、漏えいもしくは使用しない

ことを約束いたします。 

第３条（損害賠償） 

全各条項に違反して、貴社の秘密情報を開示、漏えいもしくは使用した場合、法的な責任を負担するものであることを確認し、これにより貴社がこ

うむった一切の損害を賠償することを約束いたします。 

以上 

マイナンバー取扱者向け、又は全従業員向け 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T29]:  

 マイナンバーを含むすべての秘密情報が対象です。 
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平成27年〇月〇日 

【当社で働く皆様へ】 

【法人名】 

【総務課】 

社会保障・税番号（マイナンバー）制度について 

 

来年１月よりマイナンバー制度がスタートすることはみなさんご存知かと思います。マイナンバーは、本年10月以降にみなさんの住所（住民票記載地）に各市区町

村から簡易書留で郵送されますが、今後社会保険の手続きや年末調整などで使用するなど、みなさんの生涯にわたって変わることのない番号として非常に重要なものと

なっています。 

したがって、破棄したり紛失したりすることなく厳重に保管し続けるとともに、税務署などの行政機関や勤務先に提供する以外は、他人に絶対教えないようにしなけ

ればなりませんから、次の内容を確実に理解してください。 

 

１ マイナンバーの利用目的 

(1) みなさん自身が行う決められた行政手続き（例：市区町村への児童手当の現況届や所得税の確定申告など）にマイナンバーを使用します。 

(2) 会社では、「源泉徴収票・法定調書作成事務」「健康保険・厚生年金保険届出事務」「雇用保険届出事務」の諸手続きでマイナンバーを使用します。これらの諸手続

きにマイナンバーを使用することは、法令で定められた義務であり、会社として適切に使用していくことが求められています。 

 

２ マイナンバーの市区町村からの通知・・・家族の方の分も含め、紛失などしないようしっかりと管理しましょう。 

(1) 平成27年 10月以降、マイナンバーが記載された「通知カード」がお住いの市区町村から簡易書留により各家庭に郵送されます。（10月中旬頃から11月中旬頃にか

けて、家庭ごとにまとめて郵送される予定です。） 

(2) あて先は住民票記載地なので、転居等したが住民票の異動をしていない方には届きませんので、すみやかな住民票の異動手続きが必要です。又就学のため遠隔地に

住んでいるなどして住民票を異動していない方は注意が必要です。 

又一人暮らしや共働きなどで郵便の配達時間に「通知カード」（簡易書留郵便）を受け取れなかった方は、郵便局に留め置き中（約１週間、この期間を過ぎると発

送元に返送される。）に再配達等を希望するなどの対応が必要です。 

(3) ＤＶ・ストーカー行為・児童虐待等の被害者、東日本震災による被災者、一人暮らしで長期間、医療機関・施設に入院・入所されている方で受け取りできない方

は、住民票のある市区町村に居所情報を申し出ることで「通知カード」を居所で受け取ることができます。該当する方は住民票のある市区町村におたずねください。

（一応の期限９月24日） 

従業員への説明文書（裏表） 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T30]:  

 従業員の中には、この制度について、まだまだ浸透してい

ないものと思われます。そこで、従業員教育を兼ねてマイナ

ンバーの提供をお願いする文書です。９月中には出しましょ

う。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T31]:  

 マイナンバーは、それぞれの個人が税務署などに申告する

場面で使用します。事業所は、源泉徴収票などにマイナンバ

ーを記載して税務署や地方庁に提出します。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T32]:  

 いつ通知があるか、現時点で不明です。又市区町村によっ

ては通知時期が区々だと思われます。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T33]:  

 選挙公報が返送されることが一定割合あるそうです。ある

程度の混乱は予想されるところです。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T34]:  

 マイナンバーは住民票記載地がスタート地点です。 

 住民票にはマイナンバーが表示されますので、住民票（マイ

ナンバー記載あり）でマイナンバーの取得が可能です。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T35]:  

 ＤＶ等で住まいを明らかにしていないなど、通知カードを受

け取れない場合の対応策が、８月６日に総務省から発表され

ました。該当すると思われる場合は、早めの対応が大切で

す。 
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(4) 会社では、上記１の(2)で使用するため、必要に応じて皆様又は皆様の家族のマイナンバーを提供していただくこととなります。 

(5) 会社へマイナンバーを提供していただく際に、番号に誤りがないことを確認するために「通知カード」が必要です。 

 

３ マイナンバーの取り扱いにおける禁止事項 

マイナンバーは、情報漏えいの防止等の観点から、法律上の規制が厳格に定められています。このため、次の禁止事項は必ず守ってください。 

(1) マイナンバーが表示されている書類を机の上などに放置しないこと。 

(2) 不要となったマイナンバーが表示されている書類を廃棄するときは、ごみ箱に捨てるのでなく、会社の廃棄ルールに従うこと。 

(3) マイナンバーは、自分のもの、他人のものを問わず、法令で定められた目的外で他人に知らせないこと。 

(4) お客様などのマイナンバーについては、法令で定められた目的以外で取得しないこと。 

 

４ 不明点などがあれば、【○○】までお問い合わせください。 

  

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T36]:  

 マイナンバーの提供に応じない方がいる場合、罰則はあり

ませんが、あきらめずに提供を求め、提供されない事績を残

しておくことが肝心です。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T37]:  

 一般職員といえども、禁止事項の遵守が求められます。 
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平成27年〇月〇日 

【当社で働く皆様へ】 

【株式会社○○○○】 

【総務課】 

 

源泉徴収票作成事務・社会保障関係手続きのための 
マイナンバーの提出のお願い 

（年末調整事務に向けての先⾏お願い） 
 

１ 当社がマイナンバーを利用する目的 

「源泉徴収票・法定調書作成事務」「健康保険・厚生年金保険届出事務」「雇用保険届出事務」の諸手続きのため。 

 

２ 「通知カード」の保管のお願い・・・家族の方の分も含め、紛失しないよう気をつけて管理してください。 

平成27年10月以降、マイナンバーが記載された「通知カード」がお住いの市区町村から簡易書留により各家庭に郵送されます。（10月中旬頃から11月中旬頃にかけ

て、家庭ごとにまとめて郵送されますが、転送不要郵便とされ、郵便局に転送を申し出ていても転送されませんので注意が必要です。） 

外国籍の方でも、住民票があれば「通知カード」が郵送されます。（総務省ＨＰに外国語の説明書があります。） 

 

３ 「個人番号カード」申請のおすすめ 

「通知カード」自体に身分証明書としての機能はありません。このため、運転免許証などの別の本人確認書類が必要になることがあります。そこで、次の「個人番号

カード」の申請をおすすめします。 

「個人番号カード」は、マイナンバーが記載された顔写真入りのＩＣカードで、運転免許証に代わる身分証明書として活用することができるものです。 

今回の「通知カード」には、「個人番号カード」の交付申請書が同封されています。同封されている交付申請書に顔写真を添付し、返信すると後日（平成28年以

後）、市区町村の窓口で「個人番号カード」が交付されます。初回交付の手数料は無料なので、できればこの機会に「個人番号カード」の交付申請を行っておくことを

おすすめします。 

 

４ 「通知カード」を受け取れなかった場合 

(1) 郵便配達時に不在で受け取れなかった場合は、郵便局で受け取れる期間（約１週間）内に、再配達や郵便局での受け取りを希望するなどの対応をお願いします。 

マイナンバー提出お願い文書 １（裏表） 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T38]:  

 「社会保障・税番号（マイナンバー）制度について」の裏面

に、両面刷りでマイナンバー準備をお願いしましょう。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T39]:  

 事業所など企業は、マイナンバーを使用する目的を通知し

なければなりません。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T40]:  

 亡失、盗難などが起きないよう徹底した管理が必要です。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T41]:  

 運転免許証に代わる、又運転免許証を持たない方の身分

証明書として個人番号カードを活用しましょう。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T42]:  

 通知カードを受け取れなかった場合が想定されます。事前

に住民票異動もおすすめです。 
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(2) 住民登録の変更を忘れているなどの場合は、すみやかな変更が必要です。 

(3) ＤＶ・ストーカー行為・児童虐待等の被害者、東日本震災による被災者、一人暮らしで長期間、医療機関・施設に入院・入所されている場合、住民票のある市区町村

に居所情報を申請すれば居所で受け取ることができます。詳しくは、住民票のある市区町村におたずねください。（一応の期限９月24日） 

 

５ 会社へのマイナンバーの通知について 

会社が行う源泉徴収票作成事務などのため、皆様本人のほか、配偶者や扶養親族のマイナンバーも必要です。 

なお、会社が源泉徴収票等にマイナンバーを記載して税務署などの税務関係行政庁に提出することは、法令による義務であり、従業員皆様のご協力をお願いするもの

です。 

マイナンバーは、後日配布します「平成28年分の扶養控除等（異動）申告書」に記入して提出していただくこととなりますのでご協力をお願いします。 

 

６ 不明点などがあれば、○○までお問い合わせください。 

 

  

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T43]:  

 事業所など企業にはマイナンバー記載義務があることをア

ピールしましょう。 



20 

平成27年〇月〇日 

【当社で働く皆様へ】 

【株式会社○○○○】 

【総務課】 

源泉徴収票作成事務・社会保障関係手続きのための 
マイナンバーの提出のお願い 

 

来年１月よりマイナンバー制度がスタートします。マイナンバーとは、住民票を持つすべての国民が１人１つの番号（12桁）を持ち、社会保障、税、災害対策といっ

た分野で活用する番号のことです。 

このマイナンバーは、社会保険の手続きや年末調整などで来年1月から必要になってきますが、マイナンバー関係事務が来年１月以後スムーズに開始できるよう本年

度の年末調整事務にあわせて会社に提供していただくこととなります。ご協力をよろしくお願いします。 

 

１ 当社がマイナンバーを利用する目的 

「源泉徴収票・法定調書作成事務」「健康保険・厚生年金保険届出事務」「雇用保険届出事務」の諸手続きのため。 

 

２ 提出書類 

(1) 平成28年分の扶養控除等（異動）申告書 

(2) 従業員本人の「通知カード」 

＊ 番号に誤りがないことを確認後、「通知カード」を返却します。なお、番号確認の際、運転免許証などによる確認をお願いしますのでご了解ください。 

＊ 配偶者や扶養親族のマイナンバーは、皆様ご自身がご家族のマイナンバーを所定の欄に記載していただければよく、ご家族の「通知カード」の提出は不要で

す。 

 

３ 提出期限 

平成27年〇月〇日 

＊ 【別途配布の封筒にのり付けして提出していただきます。】 

＊ なお、会社では、マイナンバー事務取扱担当者のほかはマイナンバーに接することがないよう管理します。 

４ 不明点などがあれば、○○までお問い合わせください。 

マイナンバー提出お願い文書 ２（年末調整時） 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T44]:  

 マイナンバーの利用は、平成 28 年１月からですが、先行取

得は許されています。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T45]:  

 通知カード、運転免許証は提示（見て確認）でＯＫですが、コ

ピー提出もＯＫです。又提示されたものをコピーで残すことも

ＯＫです。 

 なお、コピーで残す場合、厳重な保管が求められます。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T46]:  

 番号確認と本人（実在）確認の両方が求められています。本

人確認の省略は可能ですが、省略しない事業所があれば差

が出ます。これをどうとらえるかむずかしい問題です。 

 なお、マイナンバーは毎年「扶養控除等（異動）申告書」に記

載してもらいますが、本人確認は一度できていれば省略でき

ます。 

コメントの追加コメントの追加コメントの追加コメントの追加 [T47]:  

 こうした配慮は必要かと思います。 


